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トランジションファイナンス︓シナリオ分析と監督上のガイダンス（⾦融庁）
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 日本銀⾏と連携し、３メガバンクグループ・３損保グループに対し、共通シナリオを用いたシナリオ分析のパイロットエクササ
イズを進めている。現在結果を受領し、分析を実施中。

 また、世界で脱炭素化の動きが加速する中で、⾦融機関の果たす役割が重要。①⾦融庁と⾦融機関の対話の基本的な
着眼点や、②顧客企業の⽀援についての参考事例、を盛り込んだ、⾦融機関における投融資先支援や気候変動リスクの
管理に関するガイダンスを作成中。

投融資
⾦融機関企業

• 気候変動対応に係る戦略の策定、態勢整
備

• 気候変動に関連する機会及びリスクの認
識・評価

• リスクへの対応 等

⾦融機関の気候変動リスク管理⾦融機関の気候変動リスク管理

積極的な対話を通じて、企業の気候変動対応を支
えるとともに、新たなビジネス機会の創出に貢献

カーボンニュートラルの実現に貢献するとともに、
変化に強靭な事業基盤を構築し、⾦融機関⾃⾝の
持続可能な経営を確保

投融資先の気候変動対応支援

⾦融庁対話の基本的な着眼点



サステナブルファイナンス政策のマッピング（気候変動の観点から）

企業から
気候変動への影響

（Inside Out）

気候変動から
企業への影響
（Outside In）

リスク・リターン評価
の領域

インパクト評価
の領域

CSV（共通価値の創造）
の可能性の領域

アカウンタビリティの基盤
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政策例
シナリオ分析

政策例
気候関連開示

政策例
タクソノミー

政策例
トランジションファイナンス



トランジションファイナンス︓⽇本版基本指針と分野別ロードマップ
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 脱炭素社会の実現には、省エネやエネルギー転換などの「移⾏」への資⾦供給を⾏う、「トランジション・ファイナンス」が重要と
の考えの下、ICMAの原則を踏まえ、2021年５月、⾦融庁・環境省・経産省は、トランジションファイナンスの資⾦調達者
のための「クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針」を策定。

 現在、多排出産業が脱炭素に向けた道筋を描くための分野別のロードマップを策定中（海運、航空、鉄鋼、化学、電⼒
・ガスを公表済。紙パルプ、セメントについて３月末までに公表予定）。

分野別ロードマップ「クライメート・トランジション・ファイナンスに関する
基本指針」

（出所）経済産業省・環境省・⾦融庁「クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針」（2021年５⽉）
経済産業省「「トランジションファイナンス」に関する鉄鋼分野における技術ロードマップ」（2021年10月）

トランジション戦略

第三者認証

トランジションボンド
トランジションローン

資⾦調達者の
クライメート・トランジ
ション戦略とガバナンス

ビジネスモデルにおけ
る環境面の
マテリアリティ

科学的根拠のある
クライメート・

トランジション戦略
（⽬標と経路）

実施の透明性

トランジション・ファイナンスの４要素

例︓鉄鋼分野における技術ロードマップ



トランジションファイナンス︓⺠間イニシアティブの動き（GFANZ）
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 2021年４月、Glasgow Finance Alliance for Net Zero (GFANZ) が発足。
 参加にあたって、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）事務局が実施する「Race to Zero（ゼロへのレース）」キャ

ンペーンに準じて、2050年までにGHG排出実質ゼロを実現するための科学的に整合性のある目標（2030年までの中
間目標及び⻑期目標）を設定すること等が求められている。

Glasgow Finance Alliance for Net Zero (GFANZ)

Net Zero Banking Alliance 
(NZBA)

Net Zero Insurance 
Alliance (NZIA)

Net-Zero Asset Managers 
Initiative(NZAM)

Net-Zero Asset Owner 
Alliance (AoA)

• 2021年4月設⽴。マーク・カーニー国連特使を議⻑とし、⾦融界が業態別にネットゼロを目標とするイニシアティブを統合し連携・拡充を図る戦略的フォーラム。

• 2021年4月設⽴
• 国連環境計画・⾦融イニシア

ティブ（UNEP FI）等が主導
• 101⾏(2022/1時点) 、

67兆ドル(2022/1時点)

• 2021年7月設⽴
• UNEP FI等が主導し、AoAに

参加している欧州系保険引受
会社（AXAがリード）が設⽴

• 20社(2022/1時点)、
0.6兆ドル(2022/1時点)

• 2020年12月設⽴
• 地域別投資家グループと国連責

任投資原則（PRI）等が主導
• 220社、57兆ドル(2022/1時点)

• 2019年9月設⽴
• UNEP FIとPRIが主導
• 69社、10.4兆ドル(2022/1時点)

（出所）各団体ウェブサイト

WS1︓コミットメントの確⽴
⾦融セクターのネットゼロに向けたコミットメントの拡⼤

WS2︓⺠間資本動員
新興市場や途上国へ⺠間資本の動員

WS3︓セクター別パスウェイ
⾦融機関と主要産業との間でネットゼロ達成に向けたセクター別
の経路（パスウェイ）の調整

WS4︓実体経済の移⾏計画
ネットゼロへのコミットメントや移⾏計画に関する⾦融
セクターの期待を実体経済へのガイダンスとして策定

WS5︓⾦融機関の移⾏計画
⾦融セクターの移⾏計画に関するベスト
プラクティスを提示

WS6︓ポートフォリオアラインメントの計測
ポートフォリオアラインメント測定ツールの改良
に向けたガイダンスの作成

WS7︓政策的⾏動
政府・公的部門への政策提言



5

トランジションファイナンス︓Financed Emissionsと⾦融機関⾃⾝のパスウェイ
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トランジションファイナンス︓X℃目標とのアラインメント
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トランジションファイナンス︓TCFD によるトランジションプランに係るガイダンス
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トランジションファイナンス︓ベンチマーク・パスウェイの設定における回廊
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トランジションファイナンス︓CBI による Interim Transitionの考え方
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トランジションファイナンス︓ベンチマーク・パスウェイの設定のアプローチ
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トランジションファイナンス︓セクター別のパスウェイ
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トランジションファイナンス︓セクター別のパスウェイ（経産省︓鉄鋼分野技術ロードマップ）
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トランジションファイナンス︓セクター別のパスウェイ（経産省︓鉄鋼分野技術ロードマップ）


